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○

○

　転職就業者の増加を背景とした転職の実
態把握に資する調査事項（現職についた理
由）の復活への要望
※　24年調査では東日本大震災関係の調査事項の
　追加等に伴い削除（今回調査では東日本大震災
　関係は把握しない）。

　転職就業者の増加を背景とした雇用形態
間の異動についての実態把握へのニーズ
の高まり

①　「現職についた理由」に関して、平成19
　年調査において提供していた従前の集計
　結果を提供
　
②　「現職及び前職の雇用形態」と「前職の
　雇用契約期間」との関係から、雇用形態
　間の異動の実態を新たに把握

①　「就業時間」や「就業希望意識」と「育
　児・介護に係る頻度」との関係から、就業
　と育児・介護との関係を新たに把握

②　就業と育児・介護に関する各制度利用
　との関係をより詳細に把握

平成29年就業構造基本調査　調査事項の見直しに伴う集計のポイント

背景 調査事項の見直し 集計事項の基本的な考え方

　＜その他の結果利用の向上に資する調査事項の見直し＞
　　①教育の学校区分における選択肢「短大・高専」を分割、②現職の雇用契約期間における選択肢「１か月以上６か月以下」、「その他」を分割・変更、
　　③「東日本大震災の仕事への影響」を廃止

　○　「現職の雇用形態についている理由」の
　　追加

　○　就業異動に関する調査事項の復活・追加

　　①　「現職についた理由」を復活

　　②　「前職の雇用契約期間の定めの有無・
　 　　一回当たりの雇用契約期間」を追加

　○　育児・介護に係る調査事項や選択肢区分
　　の追加

　　①　育児・介護に係る頻度の追加

　　②　育児・介護休業等制度の選択肢区分の
　 　　追加

　○　不本意非正規について、労働力調査では
　　困難な地域別結果を提供

　○　非正規雇用者の増加を背景とした「非正
　　規雇用者の現職の雇用形態についている
　　理由（不本意非正規）」についての地域別
　　の実態把握へのニーズの高まり

　○　少子高齢化（労働力人口の減少）を背景
　　とした「女性の活躍推進」及び「介護離職ゼ
　　ロ」に向けた取組に資する育児・介護の状
　　況についての実態把握へのニーズの高まり
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○　現職の雇用形態についている理由（不本意非正規関係）

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

全
国
結
果

都
道
府
県
別
結
果

地
域
別
一
覧

男
女

配
偶
関
係

年
齢

世
帯
主
と
の
続
き
柄

教
育

従
業
上
の
地
位
・
雇
用

形
態

所
得

現
職
の
雇
用
形
態
に
つ

い
て
い
る
理
由

一
般
・
単
身
世
帯

○ 1 非正規の職員・従業員 ○ ○ ○ ○ ○

○ 2 〃 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ 3 〃 ○ ○ ○ ○ ○

○ 4 〃 ○ ○ ○ ○ ○

○ 5 〃 ○ ○ ○ ○

○ 6 〃 ○ ○ ○ ○

○ 7 〃 ○ ○ ○ ○ ○

○ 8 〃 ○ ○ ○ ○

○ 9 〃 ○ ○ ○ ○

有業者

集計対象

表章地域
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○　「現職の雇用形態についている理由」に関する集計表の分類区分

【分割】（5）教育 17区分 （8）現職の雇用形態についている理由（続き） （8）現職の雇用形態についている理由（続き）
総数 ①64区分 ①64区分（続き） ②8区分
　卒業者 総数 通勤時間が短いから 総数
　　小学・中学 自分の都合
のよい時間
に働きたい
から 通勤時間が
短いから
のみ 自分の都合
のよい時間
に働きたい
から
　　高校・旧制中 家計の補助
･学費等を
得たいから 自分の都合のよい時間に働きたいからもある 家計の補助
･学費等を
得たいから
　　専門学校 家事･育児
･介護等と
両立しやす
いから 家計の補助･
学費等を得た
いからもある 家事･育児
･介護等と
両立しやす
いから
　　短大 通勤時間が
短いから 家事･育児･介護等と両立しやすいからもある 通勤時間が
短いから
　　高専 専門的な
技能等を
いかせる
から 専門的な技能
等をいかせる
からもある 専門的な
技能等を
いかせる
から
　　大学 正規の職員
・従業員の
仕事がない
から 正規の職員・
従業員の仕事
がないから
もある 正規の職員
・従業員の
仕事がない
から
　　大学院 その他 その他
もある その他
　在学者 専門的な技能等をいかせるから
　　小学・中学 （再掲） 専門的な技能
等をいかせる
からのみ
　　高校 自分の都合のよい時間に働きたいから 自分の都合のよい時間に働きたいからもある
　　専門学校 自分の都合
のよい時間に
働きたいから
のみ 家計の補助･
学費等を得た
いからもある
　　短大 家計の補助･
学費等を得た
いからもある 家事･育児･介護等と両立しやすいからもある
　　高専 家事･育児･
介護等と両立
しやすいから
もある 通勤時間が短いからもある
　　大学 通勤時間が
短いから
もある 正規の職員・
従業員の仕事
がないから
もある
　　大学院 専門的な技能
等をいかせる
からもある その他
もある

正規の職員・
従業員の仕事
がないから
もある 正規の職員・従業員の仕事がないから
その他
もある 正規の職員・
従業員の仕事
がないから
のみ

家計の補助･学費等を得たいから 自分の都合のよい時間に働きたいからもある
家計の補助･
学費等を得た
いからのみ 家計の補助･
学費等を得た
いからもある
自分の都合のよい時間に働きたいからもある 家事･育児･介護等と両立しやすいからもある
家事･育児･
介護等と両立
しやすいから
もある 通勤時間が短いからもある
通勤時間が
短いから
もある 専門的な技能
等をいかせる
からもある
専門的な技能
等をいかせる
からもある その他
もある
正規の職員・
従業員の仕事
がないから
もある その他
その他
もある その他のみ

家事･育児･介護等と両立しやすいから 自分の都合のよい時間に働きたいからもある
家事･育児･
介護等と両立
しやすいから
のみ 家計の補助･
学費等を得た
いからもある
自分の都合のよい時間に働きたいからもある 家事･育児･介護等と両立しやすいからもある
家計の補助･
学費等を得た
いからもある 通勤時間が短いからもある
通勤時間が短いからもある 専門的な技能
等をいかせる
からもある
専門的な技能
等をいかせる
からもある 正規の職員・
従業員の仕事
がないから
もある
正規の職員・従業員の仕事がないからもある
その他
もある

【追加】（8）現職の雇用形態についている理由
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○　現職についた理由（従前の集計表を復活）

有業者

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19)

全
国
結
果

都
道
府
県
別
結
果

地
域
別
一
覧

男
女

年
齢

就
業
状
態
・
仕
事

の
主
従

雇
用
形
態
の
異
動

区
分

従
業
上
の
地
位
・

雇
用
形
態

産
業

職
業

従
業
者
規
模

就
業
開
始
時
期

現
職
に
つ
い
た
理

由 前
職
の
離
職
理
由

前
職
の
離
職
時
期

離
職
期
間

世
帯
の
家
族
類
型

就
業
希
望
の
有
無

求
職
活
動
の
有
無

前
職
の
離
職
理
由

就
業
状
態
・
仕
事

の
主
従

現
職
に
つ
い
た
理
由

○ 1
転職就業者及び離職非就業者（平成24
年10月以降に前職を辞めた者） ○ ○ ○ ○ ○

○ 2 入職就業者及び転職就業者 ○ ○ ○ ○ ○

○ 3 〃 ○ ○ ○ ○

○ 4 〃 ○ ○ ○ ○

○ 5 〃 ○ ○ ○ ○

○ 6 〃 ○ ○ ○ ○

○ 7
転職就業者（平成28年10月以降に現職
に就いた者） ○ 　 ○ ○ ○

○ 8
転職就業者（平成28年10月以降に現職
に就いた前職及び現職が雇用者の者) ○ ○ ○ ○

● 9
転職就業者及び離職非就業者（平成24
年10月以降に前職を辞めた者） ○ ○ ○ ○ ○

● 10 〃 ○ ○ ○ ○ ○

○ 11
下記（注)に記載の世帯のうち
夫が前職のある無業者の世帯 ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ 12
下記（注)に記載の世帯のうち夫が前職
のある無業者の世帯 ○ ○ ○ ○

（注) 「夫婦のみの世帯」，「夫婦と親から成る世帯」，「夫婦と子供から成る世帯」，「夫婦，子供と親から成る世帯」

前職

集　計　対　象

有　　業　　者 世帯
夫 妻

無業者
表章地域

凡例  ○・・・19年就調における集計表 
     ●・・・29年就調において追加する集計表 



4

○　「現職についた理由」に関する集計表の分類区分

【復活】（10）,(19)現職についた理由 10区分
総数
　失業していた
　学校を卒業した
　収入を得る必要が生じた
　知識や技能を生かしたかった
　社会に出たかった
　時間に余裕ができた
　健康を維持したい
　よりよい条件の仕事が見つかった
　その他
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○　前職の雇用契約期間の定めの有無・一回当たりの雇用契約期間

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

全
国
結
果

都
道
府
県
別
結
果

地
域
別
一
覧

男
女

就
業
状
態
・
仕
事
の

主
従

従
業
上
の
地
位
・
雇

用
形
態

雇
用
契
約
期
間
の
定

め
の
有
無

従
業
上
の
地
位
・
雇

用
形
態

雇
用
契
約
期
間
の
定

め
の
有
無

産
業

職
業

前
職
の
離
職
時
期

○ 1
転職就業者及び離職非就業者（平成
24年10月以降に前職を辞めた者） ○ ○ ○ ○ ○

○ 2 〃 ○ ○ ○ ○ ○

○ 3 〃 ○ ○ ○ ○ ○

○ 4
転職就業者（平成24年10月以降に前
職を辞めた者） ○ ○ ○ ○ ○

○ 5 〃 ○ ○ ○ ○ ○

○ 6 〃 ○ ○ ○ ○ ○

○ 7 〃 ○ ○ ○ ○ ○

有業者

集　計　対　象

前職表章地域



6

○　「前職の雇用契約期間の定めの有無・一回当たりの雇用契約期間」に関する集計表の分類区分

【分割】（4）雇用契約期間の定めの有無 12区分 【追加】(6)前職の雇用契約期間の定めの有無 12区分
総数（会社などの役員を除く雇用者） 総数（会社などの役員を除く雇用者）
　雇用契約期間の定めがある 　雇用契約期間の定めがある
　　１か月未満 　　１か月未満
　　１か月以上３か月以下 　　１か月以上３か月以下
　　３か月超６か月以下 　　３か月超６か月以下
　　６か月超１年以下 　　６か月超１年以下
　　１年超３年以下 　　１年超３年以下
　　３年超５年以下 　　３年超５年以下
　　５年超 　　５年超
　　期間がわからない 　　期間がわからない
　雇用契約期間の定めがない 　雇用契約期間の定めがない
　（定年までの雇用を含む） 　（定年までの雇用を含む）
　わからない 　わからない
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○　育児の頻度

夫 妻
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13)

全
国
結
果

都
道
府
県
別
結
果

地
域
別
一
覧

男
女

育
児
の
頻
度

従
業
上
の
地
位
・

雇
用
形
態

年
間
就
業
日
数

週
間
就
業
時
間

就
業
希
望
意
識

転
職
希
望
理
由

希
望
す
る
仕
事
の

形
態

世
帯
の
家
族
類
型

育
児
の
頻
度

就
業
状
態
・
仕
事

の
主
従

従
業
上
の
地
位
・

雇
用
形
態

継
続
就
業
期
間

○ 1 育児をしている雇用者 ○ ○(注1) ○ ○ ○

○ 2 育児をしている雇用者 ○ ○(注1) ○ ○

○ 3 育児をしている雇用者（転職希望者） ○ ○(注1) ○ ○

○ 4 育児をしている雇用者（転職希望者） ○ ○(注1) ○ ○

○ 5 育児をしている雇用者 ○ ○(注1) ○ ○

○ 6 育児をしている雇用者 ○ ○(注1) ○ ○

○ 7
下記（注2)に記載の世帯のうち
６歳未満の子供のいる世帯 ○ ○(注1) ○ ○ ○

○ 8
下記（注2)に記載の世帯のうち
６歳未満の子供のいる世帯 ○ ○(注1) ○ ○

（注1)選択肢区分：
 「月に３日以内」、「週に１日」、「週に２日」、「週に３日」、「週に４～５日」、「週に６日以上」

（注2) 「夫婦と子供から成る世帯」，「夫婦，子供と親から成る世帯」

表章地域

集　計　対　象

有業者 世帯



8

○　「育児の頻度」に関する集計表の分類区分

【追加】（2）,(10)育児の頻度 ７区分
総数（育児をしている雇用者）

月に3日以内
週に1日
週に2日
週に3日
週に4～5日
週に6日以上
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○　介護の頻度

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)

全
国
結
果

都
道
府
県
別
結
果

地
域
別
一
覧

男
女

介
護
の
頻
度

従
業
上
の
地
位
・

雇
用
形
態

年
間
就
業
日
数

週
間
就
業
時
間

就
業
希
望
意
識

転
職
希
望
理
由

希
望
す
る
仕
事
の

形
態

○ 1 介護をしている雇用者 ○ ○(注) ○ ○ ○

○ 2 介護をしている雇用者 ○ ○(注) ○ ○

○ 3 介護をしている雇用者（転職希望者） ○ ○(注) ○ ○

○ 4 介護をしている雇用者（転職希望者） ○ ○(注) ○ ○

○ 5 介護をしている雇用者 ○ ○(注) ○ ○

○ 6 介護をしている雇用者 ○ ○(注) ○ ○

（注)選択肢区分：
 「月に３日以内」、「週に１日」、「週に２日」、「週に３日」、「週に４～５日」、「週に６日以上」

表章地域

集　計　対　象

有業者
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○　「介護の頻度」に関する集計表の分類区分

【追加】（2）介護の頻度 ７区分
総数（介護をしている雇用者）

月に3日以内
週に1日
週に2日
週に3日
週に4～5日
週に6日以上
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○育児・介護休業等精度の種類

集計対象

全
国
結
果

都
道
府
県
結
果

地
域
別
主
要
結
果

男
女

年
齢

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

産
業

職
業

従
業
者
規
模

継
続
就
業
期
間

世
帯
の
家
族
類
型

育
児
休
業
等
制
度
利
用
の
有
無

育
児
休
業
等
制
度
の
種
類

介
護
の
有
無

介
護
休
業
等
制
度
利
用
の
有
無

介
護
休
業
等
制
度
の
種
類

世
帯
所
得

地
域
区
分

介
護
の
有
無

介
護
休
業
等
制
度
利
用
の
有
無

介
護
休
業
等
制
度
の
種
類

教
育

就
業
状
態
・
仕
事
の
主
従

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

所
得

育
児
休
業
等
制
度
利
用
の
有
無

育
児
休
業
等
制
度
の
種
類

年
齢

教
育

就
業
状
態
・
仕
事
の
主
従

従
業
上
の
地
位
・
雇
用
形
態

所
得

育
児
休
業
等
制
度
利
用
の
有
無

育
児
休
業
等
制
度
の
種
類

育児をしている雇用者 ○ ② ⑨ ⑥ ① ①

育児をしている雇用者 ○ ② ⑦ ⑨ ① ①

育児をしている雇用者 ○ ② ⑨ ① ① ①

育児をしている雇用者 ○ ② ⑨ ① ① ①

育児をしている雇用者 ○ ② ⑨ ⑦ ① ①

「夫婦と子供から成る世帯」，「夫婦，子供と親
から成る世帯」のうち6歳未満の子供のいる世帯

○ ⑩ ⑥ ㉘ ① ② ⑥ ⑮ ① ②

育児をしている雇用者 ○ ② ⑦ ㉘ ① ①

「夫婦と子供から成る世帯」，「夫婦，子供と親
から成る世帯」のうち6歳未満の子供のいる世帯

○ ⑩ ⑥ ㉔ ① ② ⑥ ㉔ ① ②

「夫婦と子供から成る世帯」，「夫婦，子供と親
から成る世帯」のうち6歳未満の子供のいる世帯

○ ⑩ ② ⑥ ⑥ ㉔ ① ②

「夫婦と子供から成る世帯」，「夫婦，子供と親
から成る世帯」のうち6歳未満の子供のいる世帯

○ ⑩ ③ ⑥ ⑥ ㉔ ① ②

「夫婦と子供から成る世帯」，「夫婦，子供と親
から成る世帯」のうち6歳未満の子供のいる世帯

○ ⑩ ④ ⑥ ⑥ ㉔ ① ②

介護をしている雇用者 ○ ② ㉘ ⑤ ① ①

介護をしている雇用者 ○ ② ⑤ ㉘ ① ①

介護をしている雇用者 ○ ② ㉘ ① ① ①

介護をしている雇用者 ○ ② ㉘ ① ① ①

介護をしている雇用者 ○ ② ㉘ ⑦ ① ①

全世帯 ○ ② ① ① ○

介護をしている雇用者 ○ ② ⑤ ㉘ ① ①

全世帯 ○ ○ ① ② ①

介護をしている雇用者 ○ ② ㉘ ① ① ②

介護をしている雇用者 ○ ② ㉘ ① ① ③

介護をしている雇用者 ○ ② ㉘ ① ① ④

全世帯 ○ ③ ① ① ①

全世帯 ○ ④ ① ① ①

表章地域 世帯 夫 妻
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○　「育児・介護休業等制度の種類」に関する集計表の分類区分

【区分追加】(1)育児休業等制度の種類 ６区分 【区分追加】(2)介護休業等制度の種類 ６区分

総数（育児休業等制度利用者） 総数（介護休業等制度利用者）
　育児休業制度の利用あり 　介護休業制度の利用あり
　短時間勤務制度の利用あり 　短時間勤務制度の利用あり
　子の看護休暇制度の利用あり 　介護休暇制度の利用あり
　残業の免除・制限の利用あり 　残業の免除・制限の利用あり
　その他の制度の利用あり 　その他の制度の利用あり


